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２０１２年 日本はどうなる？ どうする？
　　

　加速する憲法改悪の動き―――――――――
改憲手続き法案は2007年に、自民党公明党の強行採決により成立しましたが、「九条の会」など反対世論が多い中、改憲原案を審査する権限を持つ憲法審査会はこの４年間スタートすることはありませんでした。ところが、去年の10月に衆参両院の審査委員が決まり、既に４回会議が開かれています。憲法改正には、提案された原案を①両院憲法審査会が過半数で通した上、②両院総議員３分の２以上の賛成で国民に発議し、③国民投票で過半数の賛成を得ることが必要です。こうして①は動き出しており、②についてもハードルを下げ、２分の1にしようという提案が出てきています。

比例区を削ると大政党がますます有利に――
総選挙の声も聞こえ、民主党は現行の選挙制度で最も民意を反映する比例代表の議席180のうち、80議席を削るといいます。そうなれば、小選挙区300比例区100となり、大政党がますます有利になります（1994年制定時は小選挙区300比例区200でした）。09年の総選挙の結果で試算したところ、民主党は比例区得票率42％なのに議席占有率は68.5％となり、民主党単独で３分の２を超えることになります。

比例区削減の狙いは「少数政党の締め出し」――
比例代表部分は、現行選挙制度の中で、有権者の１票の積み重ねが政党の議席に結びつく、最も民意を反映させる制度です。民主党も「小選挙区制は民意の集約、比例は反映」といってきました。
なぜ、比例部分の削減なのか。岡田副総理はかつて、「比例を中心にすると結局は第３党が主導権を持つことになって、かえって民意が歪められる」（08年９月 当時幹事長）と述べ、安住財務相も「少数政党に鼻づらを引き回されて、本当に公正なのか」（05年８月）と語っています。比例区削減の狙いが「少数政党の締め出し」にあることは明瞭です。
毎回半数の票が死票に――――――――――
大政党が４割台の得票で７割もの議席を占有する小選挙区制は、投票しても議席に結びつかない死票を生み出しています。各選挙区で最大得票の候補者１人しか当選できないからです。それ以外の候補者の得票は死票になってしまいます。例えば、５人が争う選挙区で最大得票が５万票、２位以下４人の得票が15万票となっても、議席に結びつくのは５万票だけです。あとの15万票は死票となります。2009年の衆院選では3260万票が死票となり、全投票数の46％にもなりました。

  民意を反映する比例代表選挙が1番公平――
民主党は小選挙区の2009年得票率が47.4％しかないのに、議席は74％も獲得しています。これは小選挙区制の弊害です。ちなみに、広く国民の意向を反映する比例票で議席を配分すると、民主党は104議席も少なくなります。(下表参照)
	
	2009年
比例票で議席を配分すれば
	2009年
実際の
議席数
	その差

	民主党
	204
	308
	－104

	自民党
	128
	119
	9

	公明党
	55
	21
	34

	共産党
	34
	9
	25

	社民党
	21
	7
	14

	みんなの党
	21
	5
	16

	国民新党
	8
	3
	5


政党助成金を廃止すれば320億円の節約――

　｢国会議員も身を切る」といって、衆院比例議席を80減らしても、節約できるのは56億円に過ぎません。政党助成金を廃止すれば、毎年320億円という国民の税金が節約できます。見直すべきではないでしょうか。
公平な議席配分と公平な政治を――――――
武器輸出三原則が国会で議論もされないまま、昨年末に緩和されました。国のあり方そのものに関わる重要問題が、なし崩し的に変わっていきつつあるという危機感があります。民意に比例した公平な議席配分を求め、より公平な政治を実現していくことが極めて重要だと思われます。
比例代表80議席の削減に反対しよう！
平和憲法の改悪を許すな！
いまこそ320億円の政党助成金の削減を！
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